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Ⅰ 構成

本書の構成は以下のとおりである。

第１章 湾岸における紛争の研究──経験主義的

導入──

第２章 独立と革命の狭間の湾岸──観念の移行

と地域的な反応──

第３章 ウェストファリア的・無政府的な湾岸社

会──第２次湾岸戦争とその余波──

第４章 リヴァイアサンはどこへ──「ロマンテ

ィック後」の湾岸における協力と衝突の

源泉──

第５章 湾岸における無政府状態という文化の系

譜学──結論と今後の研究──

本書は，国際関係論の分析に，構築主義的視点を

導入することで，湾岸地域を取り扱う国際関係論の

発展に貢献することを目指している。著者によれば，

一般的に国際関係論は，域内における資源の賦存状

態の非対称性を，当該域内における諸集団の衝突の

原因として説明する傾向にある。これに対して著者

は，各集団の行動を各集団の「自己－他者認識」（Self

−Other perception）に規定された現象とみなし，地

域内で発生する集団間の衝突（もしくは衝突が回避

された状態としての安定）の原因として，資源の賦

存状況よりも優先させる。ここでいう「自己認識」

とは，国民統合の必要性から生み出された，上から

のナショナリズムといい換えることができる。自己

を規定する際には不可避的に他者を必要とするため，

「他者認識」とは，当該国家のナショナリズムの形

成とともに達成される，当該国家にとっての他者を

意味する。

また，同様に著者によれば，これまでの国際関係

論の一部において，湾岸地域は地域の安定を生み出

すシステムが存在せず，そのために一種の無政府状

態と捉えられてきた。この地域で何度も衝突が生み

出され，恒常的に不安定であるとみなされる場合，

この無政府状態が原因として説明されてきた。これ

に対して著者は，確かに湾岸地域には，安全保障を

担う組織は存在せず（GCCは安全保障のための組

織でないばかりか，イランを含んでいないため，そ

もそも湾岸地域の組織とはいい難い。また，現在の

湾岸アラブ諸国とアメリカとの同盟関係は，湾岸ア

ラブ各国とアメリカの二国間関係によるものであ

る），そのために無政府状態と呼べる状況が存在す

ることを認める。しかしながら著者によれば，無政

府状態は湾岸地域を恒常的に支配する本質的な特徴

ではなく，実際には国民国家体制（ウェストファリ

ア体制）を基盤とし，域内の諸勢力の均衡を志向す

る「現状維持」の世界観が存在している。この世界

観が機能している限り，湾岸地域の秩序は維持され

る。なお，この現状維持の世界観は，上記の自己－

他者認識を基盤として形成されている。このため，

ある集団の自己－他者認識が何らかの理由で変化し，

他の集団のそれと齟齬を生じさせた場合，現状維持

の世界観は崩壊する。著者のいう自己－他者認識と

は，具体的にはナショナリズム，イスラム主義，パ

ン・アラブ主義などのイデオロギーを指している。

そして，一般的に知られているように，これらのイ

デオロギーは集団の動員原理として機能する。この

動員過程において，自己集団の正当化と，この正当

化のために他者を否定・糾弾するという排外現象が

発生する場合がある。このような排外的傾向が強く

なった場合には，これらのイデオロギーは，自己の

他者に対する攻撃を正当化する根拠となりうる。著

者によれば，イラン・イスラム革命からおよそ１０年

間（すなわちホメイニーの影響下）のイランのイデ
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オロギーが，このような攻撃的なイデオロギーであ

る。他にも，イラン－イラク戦争（本文中では，主

として「第１次湾岸戦争」と呼ばれる）およびクウ

ェイト侵攻時，その後の湾岸戦争（同じく「第２次

湾岸戦争」と呼ばれる）時のイラクの，またイラク

戦争以降のアメリカのイデオロギーが，これに該当

する。

著者は，主に１９７０年代からイラク戦争までの期間

を扱い，部分的にこれ以前の時期についての言及も

行っている。ただし，上記のイデオロギー（著者の

いうところの「文化」）の分析対象は，実質的にイ

ラクとイラン，アメリカに限定されており，サウデ

ィ・アラビアやその他の湾岸アラブ諸国については，

ほとんど分析されない。また，著者は各集団の「自

己－他者認識」の産物としてのイデオロギーもしく

は軍事衝突を，構築主義的に分析するとしているが，

この点について疑問をもつ読者も少なくないであろ

う。構築主義的分析枠組みの観点からの批判は本書

評の最後に行うこととし，以下に著者の説明する湾

岸地域におけるイデオロギーの変遷を２節にわたっ

て紹介する。

Ⅱ イラクとイランにおけるイデオロギーの
変遷──イラン・イラク戦争まで──

著者によれば，湾岸地域の安定は，ニクソン・ド

クトリンにみられるような，サウディ・アラビアと

イランという２つの柱のバランスによって成立した。

１９７１年のイギリス軍の湾岸地域からの撤退後も，イ

ランとサウディ・アラビアによってバランスが維持

される体制は機能し続けた。このバランスの崩壊は，

イラクとイランにおけるイデオロギーの変化によっ

て発生し，著者によれば，以下のように説明される。

革命以前，パフレヴィー朝イランにおけるナショ

ナリズムの特徴は，古代ペルシャ王朝などのイスラ

ム以前の歴史を動員しながら（例えば１９７１年にペル

セポリスでイラン帝国２５００年記念式典を開催したり，

ヒジュラ暦を廃するなど），イラン人をアーリヤ民

族の一部に位置づけ，自民族の優秀性をアピールす

る点にあった。ここにおけるアーリヤ民族の優秀性

は，セム系民族，とりわけアラブ民族に対する優越

性として理解されていた。中東におけるトルコの軍

事的優越性にもかかわらず，トルコがアラブ諸国か

ら脅威とみなされないのに対して，イランが脅威と

みなされる理由はここにある。

著者は上記のパフレヴィー朝のナショナリズムに

対して，パン・アラブ主義を対置させる。著者は，

パン・アラブ主義（およびその具体的運動主体とし

てのバアス党）の流れをミシェル・アフラクから説

き起こし，その思想のなかにイランと同様の排外主

義を見出す。すなわち，イラク・バアス党における

パン・アラブ主義のイデオロギーにおいて，イスラ

ムはアラブの革命運動の一部とされ，預言者ムハン

マドはアラブ民族の優越性の象徴として位置づけら

れた。イラクにおけるパン・アラブ主義の制度化（バ

アス党による独裁体制）によって，自己（イラク）

を確立するための他者として，自己に敵対的なイラ

ンというイメージが作り出され，ついには反シオニ

ズムと反帝国主義に次いで，反イラン・イデオロギ

ー（イラクによる他者認識）がイラクの国家イデオ

ロギーの第三の柱となった。ナーセルの死後のアラ

ブ世界のリーダーを自認するイラクは，アラブ世界

をイランから防衛する橋頭堡として，国民統合イデ

オロギーを作り上げたのである。

アラブ諸国とイランは，互いに相手を他者とみな

して自己に対して劣位に位置づけ，その排除を含意

する排外的なイデオロギーを基盤としていた。著者

によれば，この排外的イデオロギーによって，アラ

ブ諸国とイランの間で相手への不信感が増大し，湾

岸地域の安全保障機構の設立がならなかったと説明

される。一方で，地域的な安全保障機構が存在しな

くとも，「現状維持」の価値観が共有されている間

は，大規模な衝突は発生しなかった。この価値観の

崩壊の契機は，イラン・イスラム革命にあったとさ

れる。すなわち，「革命の輸出」を目指す革命のイ

デオロギーが，湾岸地域における軍事衝突の原因と

なったと著者は指摘する。革命後のイランの憲法に

おいては，他国への内政干渉が禁じられてはいるも

のの，革命の輸出は湾岸アラブ諸国のシーア派集団

を活発化させた。イランは，自国を新しいイスラム
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の体現者であると自認していたが，革命以前の他者

認識を強固に保持し続けていた湾岸アラブ諸国にと

っては，革命後のイランも依然として「シーア派」

の，「イラン人」の国家であった。イランによる革

命の輸出は，湾岸アラブ諸国によって，湾岸地域に

おける国民国家体制への挑戦であると捉えられた

（テヘランのアメリカ大使館人質事件も，国際法を

無視する行為と位置づけられ，湾岸アラブ諸国がイ

ランへの警戒を増大させる原因となった）のである。

さらに，ホメイニーの思想は，首長制や民族主義的

世俗体制をイスラム的政治体制ではないと批判した

ため，湾岸アラブ諸国の強い反発を買うこととなっ

た。

革命に続くイラン・イラク戦争では，イラク政府

による反イラン・キャンペーンが繰り広げられ，イ

ラクのナショナリズムの高揚とイラン攻撃の正当化

を狙って，イランとイラクの対立に歴史的起源が与

えられたことが指摘される。すなわち，イランとイ

ラクはアケメネス朝とバビロニアに比せられ，バビ

ロニア王ネブカドネザルによるユダヤ教徒のバビロ

ン捕囚と，キュロス王によるその解放などが引き合

いに出された。イランのアラブへの敵対心と親ユダ

ヤ的傾向が歴史的事実として「証明」され，イラン

攻撃の正当性が主張された。また，イラクのイラン

に対する攻撃は，西暦６３７年にアラブ・ムスリム軍

とササン朝ペルシャの間の戦いであるカディスィー

ヤの戦いに比せられた。ササン朝の首都であるクテ

シフォンの占領をもたらし，ペルシャ勢力のイラク

からの駆逐と，イランのイスラム化をもたらしたこ

の戦いを模して，イラン・イラク戦争はイラクにお

いて，サッダームのカディスィーヤと呼ばれるよう

になった。ただし，このようなイラク政府のイデオ

ロギー戦略は，著者によれば，単にイラン革命に対

応した結果ではない。イラクにとって反イラン主義

とは，アラブが立ち向かうべき源泉としてアフラク

の時代から機能してきたのであり，イラク－アラブ

としての自己と，イラン－シーア派としての他者を

区分するイデオロギー上の道具として機能してきた

のである。

Ⅲ 第２次湾岸戦争とその後の
イデオロギーの変遷

著者は，国家間の戦争が承認可能か否かは，国際

的に支配的な政治文化によって決定されるとしてい

る。すなわち，革命後のイランは，ホメイニーの思

想によってイランからその首長体制が批判された湾

岸アラブ諸国や，大使館人質事件の一方の当事者と

なったアメリカによって，彼らが保持している政治

文化である“湾岸地域の「現状維持」”を破壊する

存在とみなされた。このため，イラクによるイラン

攻撃は，湾岸アラブ諸国やアメリカ（および，イラ

ンを国際法を遵守しない存在とみなす国際社会）に

よって，正当化されたのである。一方で，イラクに

よるクウェイト侵攻は，やはり湾岸地域の「現状維

持」を破壊する行為として警戒され，アメリカを中

心とする多国籍軍によるイラク攻撃へと進展した。

著者は，イラクはクウェイト侵攻からイラク戦争に

かけて，国際社会における自国の占める位置を見誤

っていたとみなしている。この時期のイラク政府が

作り上げた自己認識は，国際社会がイラクに下して

いた評価と大きくずれており，イラクはこのずれを

理解することができなかったとしている。本書では，

“国際政治は自己─他者認識によって作り上げられ

る”とする著者の立場から，上記の問題が分析され

ている。

湾岸諸国やアメリカがイラクによるクウェイト侵

攻を阻止できなかった理由は，イラクの自己認識が

国際社会の対イラク認識と著しくずれていたこと，

また国際社会がそのようなイラクの認識のずれを把

握することができなかったことにあると著者は指摘

する。イラン・イラク戦争当時に湾岸アラブ諸国や

アメリカはイラクを支持し，アメリカは戦後も支援

を続けた。また，湾岸アラブ諸国やアメリカは，イ

ラクが湾岸地域の脅威とはならないとみなしていた。

これに対してイラクは，戦中・戦後を通じて提供さ

れたアメリカからの支援や，湾岸アラブ諸国との外

交関係の維持により，自国が湾岸地域の盟主として

国際的に承認されていると理解していた。さらにイ
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ラクは，イラン・イラク戦争中にイラクが化学兵器

を使用したことについて，国際的に強い批判が起こ

らなかったため，クウェイトを攻撃しても，同様に

国際的な強い批判を浴びないとみなしていた。

イラクのクウェイト侵攻は，「現状維持」を共通

理解とする他の湾岸諸国によって否定され，アメリ

カの介入をまねいた。この際のアメリカの介入は，

「現状維持」に基づくものであったため，湾岸地域

の安定を崩すものではなかったと著者は分析する。

これに対してイラク戦争におけるアメリカの行為は，

明らかな介入であり，湾岸地域の安定を脅かす行為

であるとみなされる。このため，著者の分析は，第

２次湾岸戦争以降のアメリカの「自己－他者認識」

の変遷にも及んでおり，それはおおむね次のように

説明される。冷戦の終結によって，「自由世界の指

導者」というアメリカの自己認識が解体された後，

イラクのフセイン政権は，アメリカの政策決定者に

よって，アメリカの次なる自己認識の形成のための

良い機会と捉えられた。アメリカのいわゆるネオコ

ンは，フセイン政権を民主主義への脅威と位置づけ，

これと対するアメリカを世界的な民主主義の守護者

と位置づけたのである。この点における著者の説明

で特徴的な部分は，アメリカの自己認識に従った政

策を，革命直後のイランの行為に近いものとして説

明する点にある。例えば，イランが革命直後に国際

法を無視した行為（大使館員人質事件）を行った事

件と，イラン・リビア制裁法（国内法を国際的事象

に拡大適用させる）を並置している。

Ⅳ 最後に

本書には，本稿では説明できなかった多くのイデ

オロギーや思想家，政府関係者の見解（アラブ，イ

ラン，ヨーロッパやアメリカを含めて）が紹介され

ているため，イラン・イラク戦争からイラク戦争ま

でを通じて，湾岸諸国やアメリカにおいて，これら

の戦争がどのように解釈されていたのか，という点

について，多くの示唆を得ることができる。ただし，

著者も本書の冒頭で言及しているように，取り扱う

時期が長いために，全体的に概説的な印象を受ける。

イラン・イスラム革命においても，イラク・バアス

党のパン・アラブ主義においても，本来は多様な「自

己認識」が存在し，それらが競合するなかで，次第

に統一された「自己」が獲得されていったとみなさ

れるべきであろうし，そのためにはより詳細な分析

が必要とされる。

なお，著者の説明によれば，本書の特徴は湾岸地

域において問題が発生する原因として，各集団の「自

己－他者認識」（とその変化）を重要視する点にあ

る。著者はこのような手法を，構築主義的な手法を

導入したものとして説明するが，この説明に疑問を

呈する読者も多いのではないだろうか。なぜならば，

一般に構築主義的分析の眼目は，存在が自明視され

る事柄について，その事柄が社会的に構築されたも

のであると説明する点にあるからだ。主としてそこ

で行われる分析とは，自明視されている認識枠組み

を解体することに重点が置かれる。確かに著者は，

“社会的価値観が実存に先行する”という構築主義

のテーゼを紹介してはいるが，分析においては，解

体されるべき対象が明示されておらず，著者の説明

するところの湾岸諸国の「自己－他者認識」に関す

る説明にページが割かれているため，著者の論ずる

内容が“社会的に構築された”ものであるのか，そ

れとも著者によって構築されたものであるのか，判

別が難しい。これは著者が，“現実主義的な国際関

係論”（おそらくこれは構築主義的に理解すると“本

質主義的な国際関係論”と呼ぶことができようか）

と，著者のいう“構築主義的国際関係論”を対置さ

せ，前者をコンテクストとして，後者を論じるとい

う補完関係を成立させているために生じる混乱だと

思われる。“現実主義的な国際関係論”への構築主

義的批判は，それが社会的に構築されたものである

ことを明らかにすることで達成されるのであり，別

の事柄（本書では「自己－他者認識」）の構築性を

論じてみても，批判としては有効ではないし，また

両者が補完的役割を担うとすると，それは著者の意

図するところの構築主義的な国際関係論とはなりえ

ないのではないだろうか。

（宇都宮大学国際学部准教授）
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